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１ はじめに

人口急減・超高齢化といった大きな社会問題に
対して，国が一体となって取り組み，各地域がそ
れぞれの特徴を活かして自律的で持続的な社会を
創生できるように，現在，内閣官房まち・ひと・
しごと創生本部と内閣府地方創生推進事務局とが
両輪となって，地方創生の推進に向けた施策に取
り組んでいる。平成２６年には，まち・ひと・し
ごと創生法（平成２６年法律第１３６号）が公布さ
れ，「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」（ま
ち・ひと・しごと創生本部，２０１４a）と「まち・
ひと・しごと創生総合戦略」（まち・ひと・しご
と創生本部，２０１４b）が策定された。これを受け
て，各地方公共団体は，地域１）ごとの特色を活か
した地方版「まち・ひと・しごと創生総合戦略」
（以下，「地方版総合戦略」）を策定している。
ところが，成功裏に「地方版総合戦略」に基づ
いた地方創生活動が行われている地方は，それほ
ど多くはないと思われる。大半の地方公共団体で
は，「地方版総合戦略」において策定された戦略
が従来の政策の延長線上にあったり，戦略をカス
ケードして PDCAを回すための仕組みを持って
いなかったり，そもそも「地方版総合戦略」を実
行する主体間のアラインメントが整っていなかっ
たりしているのではないだろうか。
本稿では，地方創生における「地方版総合戦
略」の実行上の課題を解決することを目的とし
て，戦略的マネジメント・システムであるバラン
スト・スコアカード（Balanced Scorecard：BSC）
を用いて地方創生の主体間のアラインメントを図
り，地方創生の主体が「地方版総合戦略」の
PDCAを回せるような仕組みを提案する。また，
各地域のレピュテーションの向上を図り，戦略を
実行する主体間のアラインメント確保を主導する
ための組織として，DMO（Destination Manage-

ment Organization）の活用を合わせて提案する。

２「まち・ひと・しごと創生総合戦略」
による地方創生

まず，「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に
よる地方創生の現状と地方創生のマネジメントに
関する課題について明らかにする。

２．１ 「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の現状
平成２６年にまち・ひと・しごと創生法（平成

２６年法律第１３６号）が公布された。その目的は，
少子高齢化の進展に的確に対応し，人口の減少に
歯止めをかけるとともに東京圏への人口の過度の
集中を是正し，それぞれの地方で住みよい環境を
確保して将来にわたって活力のある日本社会を維
持していくために，まち・ひと・しごと創生に関
する施策を総合的かつ計画的に実施することであ
る。
これを受けて策定されたのが国の「まち・ひ
と・しごと創生長期ビジョン」（まち・ひと・し
ごと創生本部，２０１４a）と「まち・ひと・しごと
創生総合戦略」（まち・ひと・しごと創生本部,

２０１４b）である。国の長期ビジョンとしては，
「人口減少問題の克服」と「成長力の確保」が掲
げられている。２００８年に始まった人口減少は加
速度的に進んでおり，近い将来，経済成長の重荷
になると考えられている。また，まち・ひと・し
ごと創生法が制定された当時のわが国の GDP成
長率は０.３４％と低く，将来の GDP成長率を
１.５％から２％に維持することを目的として「人
口の安定化」と「生産性の向上」が謳われてい
る。このような長期ビジョンを実現するために，
「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下，「国
の総合戦略」と略す）が策定された。「国の総合
戦略」の基本目標は，以下の４つである（まち・
ひと・しごと創生本部，２０１４b）。
① 基本目標１ 地方における安定した雇用を
創出する
② 基本目標２ 地方への新しいひとの流れを
つくる
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③ 基本目標３ 若い世代の結婚・出産・子育
ての希望をかなえる
④ 基本目標４ 時代に合った地域をつくり，
安心なくらしを守るとともに，地域と地域を
連携する
すなわち，「国の総合戦略」では，「しごと」が

「ひと」を呼び，「ひと」が「しごと」を呼びこむ
好循環を地方に確立させ，地方への新たな人の流
れを生み出し，その好循環を支える「まち」が活
気を取り戻すことを地方に求めている。
従来の政策は，「国の総合戦略（２０１５改訂版）」

（まち・ひと・しごと創生本部，２０１５）にいみじ
くも指摘されているように，（１）府省庁・制度ご
との「縦割り」の構造，（２）地域特性を考慮しな
い「全国一律」の手法，（３）効果検証を伴わない
「バラマキ」，（４）地域に浸透しない「表面的な」
施策，（５）「短期的な」成果を求める施策，とい
う問題を抱えていた。しかし，「まち・ひと・し
ごとの創生に向けた政策５原則」（まち・ひと・
しごと創生本部，２０１５）では，①自立性，②将来
性，③地域性，④直接性，⑤結果重視という５原
則を掲げて，従来の政策の進め方の改革を促して
いる。
① 自立性：構造的な問題に対処し，地方公共
団体，民間事業者，個人等の自立につながる
② 将来性：地方が自主的かつ主体的に，夢を
持って前向きに取り組むことを支援する
③ 地域性：各地域の実態に合った施策を支援
する。国は支援の受け手側の視点に立って支
援する
④ 直接性：最大眼の成果をあげるため，直接
的に支援する施策を集中的に実施する
⑤ 結果重視：PDCAメカニズムの下，具体的
な数値目標を設定し，効果検証と改善を実施
する
以上の政策５原則に基づいて，まち・ひと・し

ごとの一体的な創生を図っていくに当たり，地方
の自立につながるように地方が自ら考え，責任を
持ってそれぞれの「地方版総合戦略」を推進し，
国は伴走的に支援することが必要となる。国は

「長期ビジョン」とそれを踏まえた５か年の「国
の総合戦略」に基づいて，また地方公共団体は中
長期を見通した「地方人口ビジョン」と５か年の
「地方版総合戦略」に基づいて，国と地方公共団
体が一体となって地方創生を深化させていく必要
もある。そのためには，国および地方公共団体に
おいて，経済・社会の実態に関する分析を行い，
中・長期的な視野で地方創生に関する PDCAサ
イクルを確立することが必要不可欠である。さら
に，行政だけではなく，産官学金労言や住民代表
の参画を得ることで，縦割りの陥穽にはまること
なく，効果的・効率的なサービス提供が可能とな
る（まち・ひと・しごと創生本部，２０１５）。
まち・ひと・しごと創生本部（２０１６）の調査に
よると，２０１６年４月１９日の時点で，４７都道府県
１,７４１市区町村のうち，「地方版総合戦略」を策定
していないのはわずか４団体（０.２％）である。
「国の総合戦略」および「地方版総合戦略」にお
いて管理会計の視点から特筆すべき点は，「政策」
としてではなく「戦略」として地方創生が位置づ
けられたことであり，戦略を実現させるために
「国と地方の取組体制と PDCAの整備」の必要性
がうたわれたことである。「PDCAサイクルの整
備状況」の項目によると，４３都道府県１,５８５市区
町村（９１％）において PDCAサイクルは年に１
回以上実施されている。しかし，それらの地方公
共団体における地方創生の現状からすると，地方
公共団体の PDCAの有効性が疑問視されている。

２．２ 「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の課題
「国の総合戦略」では，すでに述べた従来の政
策の反省に立って，国による画一的手法の押し付
けではなく，各地方の実態を考慮して将来を見据
えた構造的な問題に，地域間の連携を推進しなが
ら戦略的に対処するための施策が限られた財源や
時間の中で最大限の成果を上げられるように，ア
ウトカム指標を用いた PDCAサイクルの確立の
必要性が述べられている。
しかし，地方創生のマネジメントに関する課題
は少なくない。第１に，「地方版総合戦略」の策
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定を，地方創生先行型交付金を利用してコンサル
ティング会社に外部委託している地方公共団体が
多い点である。小さくても輝く自治体フォーラム
の会（２０１５）調査によると，「地方版総合戦略」
の策定の全てを委託が２３％，一部委託が５０％，
委託予定なしが２７％となっている。地方創生の
直接の主体とは言いがたいコンサルティング会社
は，客観的な視点を提供できる可能性はあるもの
の，その地方や地域の環境や特性を完全に把握し
きっているとは言えず，戦略の実現に至るまでの
プロセスではなく，戦略の見た目を重視している
ことが多い。つまり，従来型の政策の問題点であ
る，（２）地域特性を考慮しない「全国一律」の手
法や（４）地域に浸透しない「表面的な」施策が，
そのまま「地方総合戦略」の課題として引き継が
れている可能性がある。各地域の特徴を活かした
地方創生を行うためには，地方創生の現場の当事
者たちが主体となって，「地方版総合戦略」の策
定を担うべきである。
第２に，各地域の特色を活かした「地方版総合

戦略」を策定したとして，各地方公共団体や地方
創生を担う主体たちが同一のビジョンのもとに目
標整合性をもって連携しているとは，現状の各地
方の「地方版総合戦略」を見る限りでは言い難
い。すなわち，政策時代の問題点であった（１）
府省庁・制度ごとの「縦割り」の構造が，政策か
ら戦略に変わった地方創生においても依然として
残っているのではないだろうか。例えば，国レベ
ルでも農林水産省が進めてきた「田舎で働きた
隊」事業と総務省が進めている「地域おこし協力
隊」事業がかつて存在していた。この事業は，ど
ちらも過疎地に若者の定住を促す事業である。こ
のような「縦割り」は，他にも国レベルや地方レ
ベルにおいて数多く存在していると考えられる。
第３に，政策の問題点の（５）「短期的な」成果

を求める施策を克服するために，地方公共団体の
戦略を長期の５年計画で策定するのは妥当かもし
れないが，地方公共団体では民間企業のような年
度ごと（ないしより短期間）の PDCAサイクル
が十分に確立されているとは言えないのではない

だろうか。「PDCAサイクルの実効性を担保する
ためには，評価結果にもとづく改善の方針が適切
に策定され，これが計画や事業の次の展開に確実
に反映されることが必要である。そして，施策や
事業の内容を本格的に見直すためには，次年度の
予算編成にその見直し方針を反映することが必要
である」（三菱 UFJリサーチ＆コンサルティン
グ，２０１６）。しかし，総務省（２０１４）の「地方公
共団体における行政評価の取組状況等に関する調
査結果」によると，次年度の予算編成に改善点を
原則反映している地方公共団体はおよそ４割程度
にとどまっており，かつアウトカム指標が設定さ
れていない団体も６割近くある。地方創生の現場
においては，適切な PDCAサイクルを通じて改
善の実効性を担保する仕組みづくりが重要であ
る。すなわち，従来の政策の問題点，（３）効果検
証を伴わない「バラマキ」に地方創生も陥る可能
性がある。地方公共団体で PDCAサイクルを回
していくためには，職員個々人の力量に依存しな
い，人が変わっても持続可能な仕組みづくりが必
要である。
以上の地方創生に関するマネジメント上の課題
を鑑みると，戦略的マネジメント・システムであ
るバランスト・スコアカードが受け入れられる下
地が整ったことを意味する。

３ バランスト・スコアカードによるア
ラインメント

本節では，戦略的マネジメント・システムであ
るバランスト・スコアカードの基本構造とバラン
スト・スコアカードによるアラインメント構築に
ついて説明する。

３．１ バランスト・スコアカードの基本構造
バランスト・スコアカード（Balanced Score-

card；以下，BSC）は，登場当初，ROIや EVAと
いった財務指標を偏重する短期的な経営から脱却
するために，非財務指標をも組み入れた多元的な
業績評価システムとして考案された。近年，BSC
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戦略マップ BSC アクション・プラン
プロセス：業務管理
テーマ：地上の折り返し

戦略目標 尺 度 目標値 実施項目 予算

財務の視点 ■収益性
■収益増大

■市場価値
■座席の収益
■機体のリース費用

■30％
■20％
■５％

顧客の視点 ■より多くの顧客を
誘引し維持

■定刻の発着
■最低の価格

■リピート客の数
■顧客数

■連邦航空局定刻到着評価
■顧客のランキング

■70％
■毎年 12％の増加

■第一位
■第一位

■CRM システム実施

■クオリティ・マネジメント
■顧客ロイヤルティ・
プログラム

＄xxx 

＄xxx 
＄xxx 

内部の視点 ■地上での迅速な
折り返し

■地上滞在時間
■定刻出発

■30 分
■90％

■サイクルタイムの最
　大活用

＄xxx 

学習と成長の
視点

■必要なスキルの開発

■支援システムの開発

■地上係員の戦略への
方向づけ

■戦略的業務のレディネス

■情報システムの利用可能性

■戦略意識
■地上係員の持株者数の割合

■1 年目 70％
■2 年目 90％
■3 年目 100％
■100％

■100％
■100％

■地上係員の訓練

■係員配置システムの
始動

■コミュニケーション・
プログラム

■従業員持ち株制度

＄xxx 

＄xxx 

＄xxx 

＄xxx 

予算総額 ＄xxxx 

利益と RONA 

収益増大 機体の減少

より多くの顧客を
誘引し維持

最低の価格定刻の発着

地上での迅速な
折り返し

地上係員の
方向づけ

戦略的な業務
駐機場係員

戦略的システム
係員の配置

は，財務だけではなく，顧客，内部ビジネス・プ
ロセス，学習と成長といった総合的な視点から，
戦略マップを用いてビジョンと戦略の効果的な策
定と実行を確保するとともに，報酬に連動させた
業績評価システムとして，また経営の品質向上に
資するなどの経営目的に役立てられる戦略的マネ
ジメント・システムであると理解されている（櫻
井，２０１５）。さらに，今日では，人的資本，情報
資本，組織資本などの無形の資産を戦略に方向づ
けて構築することや，本社が生みだすシナジー価
値の創造に向けて組織を戦略に方向づける（＝ア
ラインメントする）ことなども BSCの役割期待
とされている（Kaplan and Norton,２００４;２００６）。

BSCは，戦略の策定と実行のための戦略的マ
ネジメント・システムである。その構築の出発点
は，組織の存在理由，すなわちミッションを定義
することである。次に，ミッションをもとに企業
の行動原理である価値観を明確にし，そして企業
の望ましい将来像であるビジョンを描く。このビ
ジョンを実現するために，組織を誘導するのに役

立つのが戦略である。戦略は，企業が持続的な差
別化を市場において創造するために抜きんでるべ
き一連の活動を選択することに関連している。し
かし，戦略は，その策定がいかに優れていようと
も，実行できなければ絵に画いた餅に過ぎない。

BSCは，図表１に示すように，戦略を可視化
する戦略マップと戦略の進捗状況を測定して管理
するスコアカード（狭義の BSC）から構成され
る（Kaplan and Norton,２００４）。戦略マップは，
戦略を記述するための論理的で包括的なフレーム
ワークである。戦略マップを用いることによっ
て，因果関係を用いて戦略を可視化することがで
き，戦略の一連の仮説を検証することができる。
BSCは，戦略マップに基づいて作成され，戦略
が具体的な尺度，目標値および実施項目に変換さ
れる。実施項目は，すべての尺度に対して設定さ
れた目標値を達成可能にするための一連のアク
ション・プログラムであり，この実施項目の実行
を通じて戦略の実行が管理されることになる。

図表１ バランスト・スコアカードの基本構造

出典：Kaplan and Norton（２００４）, p.５３.
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３．２ バランスト・スコアカードよるアラインメ
ント構築
多くの企業では，経営企画部や経営戦略部がま
とめ役となって，企業戦略を策定する。企業戦略
は，主に予算編成の過程を通じて各事業部やサ
ポートユニットに落とし込まれていく。しかし，
予算の問題点としてゲーミングがしばしば指摘さ
れるように，各事業部やサポートユニットの戦略
は，それぞれの組織目標に基づいて独自に策定さ
れることも多い。したがって，各ユニットがいか
に協力し合って統合とシナジーを達成していくの
かという視点に欠けることもある。Kaplan and

Norton（２００６）では，ほとんどの企業が戦略の
実行に苦労している理由は，このようにマネジメ
ント・プロセスがばらばらで，アラインメントが
とれていないことにあると指摘されている。

Kaplan and Norton（２００６）によれば，各ユニッ
トの統合によるシナジーを達成するには，アライ
ンメント・プロセスが包括的で適切に管理されて
いなければならない。図表２は，アラインメント
の在り方を示したものである。まず，事業横断的
な統合によって下位の組織階層で創出されるシナ
ジーを全社スコアカード上で定義づける。次に，

各事業部の戦略とスコアカードを企業戦略に結び
つける。そして各サポートユニットの戦略とスコ
アカードを各事業部と全社的な戦略目標に結びつ
ける。さらに，顧客，サプライヤー，ジョイント
ベンチャー，取締役会などの外部パートナーを戦
略に結びつける。最終的にビジネスユニット，サ
ポートユニット，外部パートナーによって作成さ
れたスコアカードを経営陣が検討し，承認するた
めの準備をする。
アラインメントは，他の戦略実行プロセスと同
様に組織の枠を超えて行われる。したがって，効
果的にアラインメントをとるには多様な組織に属
する人々の力を統合し協調させる必要がある。ア
ラインメントを確保するために，Kaplan and

Norton（２００６）は，戦略管理オフィス（strategy

management office）２）を設けて解決することを提
唱している。組織のアラインメントの効果的な実
施に対して責任を割り当て，説明責任を持たせる
ことが，戦略管理オフィスの役割である。戦略管
理オフィスは，複数の計画設定プロセスを調整
し，少なくとも年１回はアラインメントのすべて
のチェックポイントが達成されていることを確認
する（図表２を参照のこと）。

図表２ BSCによるアラインメント

出典：Kaplan and Norton（２００６）, p.２４７.
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ここで，全社戦略を地方公共団体の「地方版総
合戦略」，取締役会を地方公共団体の議会，機能
戦略を，地方公共団体の各サポートユニットの戦
略，事業戦略を「地方版総合戦略」をカスケード
した下位組織の戦略，ベンダー/アライアンスを
民間の地方創生の担い手や他の地方自治体と置き
換えてみると，企業だけではなく地方創生におい
てもアラインメントの構築が重要であるというこ
とが認識できる。

４「地方版総合戦略」の策定・実行のた
めのアラインメント構築

本節では，「地方版総合戦略」の策定・実行に
向けた BSCによるアラインメントの構築を提案
する。

４．１ 「地方版総合戦略」の策定・実行に向けた
BSC導入
前節で説明した戦略的マネジメント・システム
である BSCの適用対象は，企業に限定されない。
BSCは，地方創生に携わる全ての組織や組織間
に導入することができ，各地方の独自の戦略の策
定やその実行である PDCAの推進，さらには地
方創生の主体間のアラインメント構築に活用する
ことができる。本稿では，長野県小県郡長和町を
舞台とした地方創生活動を例にあげて，地方創生
のための BSCを提案する３）。

BSCを地方創生の主体に導入する提案の目的
は，既に説明した（１）「地方版総合戦略」の策定
がその地方主体で行われていない，（２）短期的に
PDCAサイクルを回す体制が整っていない，（３）
地方創生の各主体たちの連携が取れていない，と
いう問題を解決するためである。
地方創生のための BSCの導入手順は，５W１H

を踏まえると以下の通りである。まず，３年から
５年という地方創生を実現させるための中・長期
的なスパンを定め（when），地方公共団体の枠を
超えて，戦略的にゾーニングを行った地域を対象
（where）とする。次に，後述する DMOおよび

地方創生の主体（who）たちが，戦略的マネジメ
ント・システムである BSC（what）を，地方創
生の各主体たちの戦略の実現とレピュテーション
の向上を目的（why）として，独自の戦略を策定
し PDCAを回して実行する仕組みを導入し，地
方創生の各主体間のアラインメントを構築する。
具体的な手順（how）としては，（１）地域分析，
（２）戦略マップによる独自戦略の策定，（３）BSC

活用による PDCAサイクルの導入，（４）地方創
生の各主体間のアラインメントの構築の順であ
る。次項では，（１）から（４）のステップについ
て詳述する。

４．２ 「地方版総合戦略」の策定・実行のためのＢ
ＳＣの導入手順

（１）地域分析
地方創生のための BSCを導入するには，まず

対象とする地域の分析が前提条件となる。地域分
析の方法としては，和田他（２００９）によれば，戦
略的ゾーニング４）と地域基礎力診断がある。
行政区を起点とした地方単位による従来の縦割
り型の地方創生には限界がある。そこで，戦略的
ゾーニング，すなわち「ブランド資産を基盤とし
た地域内の再構築もしくは地域外との連携によっ
て，その地域独自の体験価値を創造すること」
（和田他，２００９, p.１１５）が必要となる。独自のイ
メージ要素が弱い地域は，戦略的ゾーニングに
よって新しい体験価値の創造に注力しなければな
らない。
地域基礎力診断は，地域基礎力である人口力・
産業力・財政力・生活基盤力を測定するものであ
り，この地域基礎力診断をすることで各地域の強
み・弱みを把握することができる。そうすること
で地域資産がその地方や地域の象徴になりうるの
かという地域ブランド資産の価値分析も行うこと
ができる。この診断の際には，まち・ひと・しご
と創生本部事務局が提供する「地域経済分析シス
テム（RESAS：リーサス）（https://resas.go.jp/）」
が役立つ。
以下では，長野県小県郡長和町を起点とする地
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方創生を例として戦略的ゾーニングを検討する。
人口７,０００人弱の長和町の地域資源を棚卸してみ
ると，韃靼そば，マルメロ，黒曜石，美ヶ原高
原，中央分水嶺，中山道の宿場町などがあげられ
る。近年は，長和町黒耀ワインぶどうプロジェク
トや古代黒耀蝶鮫の養殖，さらに雑誌『Discover

Japan』２０１６年４月号の地方創生特集「ニッポン
を沸かせる１００のこと。」で取り上げられた生ハ
ムづくりを体験できる工房，メゾン・デュ・ジャ
ンボン・ド・ヒメキなどに注目が集まっている。
しかし，これらの地域資源は一部で連携を取り始
めているものの，長和町や近隣の地域が独自に持
つ歴史や文化，自然，産業，生活，人のコミュニ
ティといった地域資産を体験の「場」を通じて精
神的な価値へと結びつけ，「買いたい」，「訪れた
い」，「交流したい」，「住みたい」というレピュ
テーションを向上させ，全国に知れわたる地域ブ
ランドを構築するまでに至っていない。
長和町やその近隣地域の地域資源をいかに活用
して，地域ブランドを構築して，レピュテーショ
ンの向上にいかにつなげるべきか。長和町と同様
の規模の三重県伊賀市旧阿山町に年間５０万人の
人々が集まる「伊賀の里モクモク手づくりファー
ム」の食・自然資産を活用したブランディングの
ケース（和田他，２００９）が参考になるように思わ
れる。前述のメゾン・デュ・ジャンボン・ド・ヒ
メキは，２０１７年３月３１日時点で町の観光協会の
パンフレットに記載はない（信州・長和町奨励品
に申請中）が，近隣地域から安曇野信州ポーク，
小谷野豚，大町黒豚などのブランド豚を仕入れ
て，それらを使った生ハムづくりワークショップ
を主催しており，本格的な生ハムを「つくる」か
ら「食べる」までの体験価値を提供している。こ
の生ハムづくり体験に，例えば，食育や食文化の
観点を取り入れることによって，安曇野などのブ
ランド豚の生産者を訪れて見学したり，生ハムや
蝶鮫を料理として提供する近隣のレストランを訪
れてこの地域ならではの美食を味わったり，レス
トランで提供されている信州ワインのワイナリー
でブドウの収穫ボランティアをしたりするなど，

行政区の枠を超えて地方創生の各主体が連携をす
れば，全国から注目を浴びるグリーンツーリズム
に発展する可能性があると思われる。つまり，
「買いたい」，「訪れたい」，「交流したい」という
観点から，長和町だけではなくより広域で戦略的
にゾーニングして地方創生活動を行うのが良いと
思われる。

（２）BSCによる独自戦略の策定と実行
戦略的ゾーニングを終えると，次はその地方や
地域の独自戦略を策定し，実行するために，BSC

（戦略マップとスコアカード）を作成する。地方
創生版 BSC５）は，営利を目的とする企業の BSC

と大きく異なることはない。しかし，財務の視点
をどう置くかなど，非営利組織の BSCと同様に，
地方創生版 BSCならではの工夫も必要となる。
地方創生の目的は，各地方の経済的な自立だけで
はなく，各地方や地域において，「しごと」が
「ひと」を呼び，「ひと」が「しごと」を呼び込む
好循環を確立するとともに，その好循環を支える
「まち」に活力を取り戻すこと，言い換えると，
その地方や地域に対する「買いたい」，「訪れた
い」，「交流したい」，「住みたい」と言ったような
肯定的なレピュテーションが高まることも地方創
生の成功の尺度であると言えるからである。図表
３は，地方創生のための戦略マップの仮想例を示
している。
また，戦略的ゾーニングをした各地域の BSC

で設定した戦略をその地域内における地方創生の
各担い手へとカスケードしていく際に，それぞれ
の主体において BSCを作成することが必要であ
る。BSCを導入することによって，戦略的に
ゾーニングされた地域における特徴あるコンセプ
トのもとで，地方創生の各主体がその地域と各自
の戦略のためにすべきことを明確化し，PDCAを
回しながら戦略を実行することができるようにな
る。
地方創生版 BSCのメリットは，地方創生の各
主体を地方創生に関する戦略的な目標に集中させ
ることができ，地方創生のための「地方版総合戦
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略」のために何をすべきかを見える化・明確化で
きることである。後に述べる戦略の PDCAサイ
クル確立や地方創生の主体間のアラインメントも
大きなメリットである。他方で，各地方公共団体
同士や各主体同士で戦略や意識のすり合わせに時
間がかかることが予想される。

（３）BSCを用いた PDCAサイクルの形成
「地方版総合戦略」および各主体の戦略の実行
にあたっては，戦略を具体的な尺度，目標値，実
施項目に変換するスコアカード（狭義の BSC）
を導入し，各組織で BSCをもとに目標達成に向
けて PDCAサイクルを回すことになる。

当初に作成した戦略マップに沿って戦略を実行
していくと，地方の置かれた環境が変わった際に
いくつかの項目で矛盾が出てくる可能性がある。
しかし，多くの地方公共団体が策定した「地方版
総合戦略」では，KPIの目標値が５年間固定であ
り，そのまま運用を続けていると戦略と現場との
ギャップが生じ，結果的に戦略が失敗に終わって
しまう可能性が高い。そこで，環境変化が生じた
際には，KPIの目標値を変更したり，KPI自体を
変更したりするなど，シングルループおよびダブ
ルループ学習によって戦略マップおよびスコア
カードの修正を行うことが必要となる。
また，PDCAサイクルでは，C（チェック）機

図表３ 地方創生のための戦略マップの仮想例

出典：筆者作成。
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※四角形は地方創生の各主体が作成したBSCを表す。

長和町の
総合戦略

メゾン・デュ・ジャン
ボン・ド・ヒメキ

役場商工会観光協会

長門牧場古代黒耀蝶鮫 オーベルジュ ワイナリー

産業経済団体

××町の
総合戦略

XXX

役場商工会
観光協会

XXXXXX XXX XXX 

産業経済団体

別の地域

連携

能が特に重要であり，地方や地域の実情に合わせ
て設定された KPIを評価・検証することで，戦
略を着実に継続的に実行していくことができる。
しかし，PDCAサイクルにおいて，Cの工程を疎
かにすると，次の A（是正措置）や P（計画）に
支障をきたしてしまい，継続が難しくなってしま
う。

（４）地方創生の主体間のアラインメントの構築
地方創生の各主体間のアラインメントを構築す
るにあたり，図表４の仮想例のように各組織に地
方創生版 BSCを導入した上で，各主体の戦略を
因果関係で結ぶことで連携が取れるようにする必
要がある。成功裏の地方創生には，地方創生の担
い手全体の目標整合性の確保が重要となる。
地方創生においてアラインメントを構築するこ
とで，地方創生の各主体で独自の戦略を持つもの
の，他の主体との間に存在する因果関係が「見え

る化」され，各主体がそれぞれの特徴を活かしな
がら協力し，戦略的ゾーニングを行った地域の戦
略や「地方版総合戦略」の達成に向けて活動がで
きるようになり，結果的にシナジー効果を生むこ
とができる。しかし，各組織の BSCの作成とア
ラインメントの構築には手間暇がかかる可能性が
あるため，後に述べる DMOがアラインメントの
音頭をとりながら BSCを導入していくのが望ま
しい。

４．３ DMOの活用
企業への BSC導入に際して，組織全体の戦略
と各下位組織の戦略とを一貫性を持って統合する
ために，戦略的アラインメント統括責任者，アラ
インメント委員会という役職や組織を設けること
がある。企業の場合と同様に，地方公共団体が掲
げる「地方版総合戦略」と地方創生の各主体の間
の戦略に一貫性を持たせてアラインメントを確保

図表４ BSCによる地方創生のためのアラインメントの仮想例

出典：筆者作成。
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国内消費者 海外消費者

ホテル・旅館

飲食施設

土産物屋

交通事業者

観光施設

…

地域DMO
・関係者の合意形成・調整
・マーケティングにもとづく
　戦略策定・ブランド形成
・一元的な情報発信・販促

ホテル・旅館

飲食施設

土産物屋

交通事業者

観光施設

…

地域DMO
・関係者の合意形成・調整
・マーケティングにもとづく
　戦略策定・ブランド形成
・一元的な情報発信・販促

ホテル・旅館

飲食施設

土産物屋

交通事業者

観光施設

…

地域DMO
・関係者の合意形成・調整
・マーケティングにもとづく
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するためには，全体を調整し，統括する組織が必
要である。そこで，戦略的ゾーニングを行った地
方や地域において，関係者の調整の下，その地方
や地域の戦略策定，マーケティング，観光資源の
管理などの地域づくり全般を担う専門的組織とし
て欧州等を中心に注目されている DMO（Desti-

nation Management Organization）を地方創生版
BSCの統括組織として設けることを提案する。

DMOとは，観光地域づくりの舵取り役とし
て，多様な関係者と協同しながら，明確なコンセ
プトに基づいた観光地域づくりを実現するための
戦略を策定するとともに，戦略を着実に実行する
ための調整機能を備えた法人である（佐藤，２０１６）
（図表５を参照のこと）。欧州における DMOの組
織形態としては，政府機関もしくは官民連携組織
の非営利団体が多いとされている。また，DMO

の財源については，中央・地方政府からの補助金
に加えて，メンバーシップフィーや独自の商業活
動等，財源の多様化が図られている。

DMOを形成するためには，個々の事業者や観
光協会などが単独で活動するのではなく，地方や
地域が一体となって合意をとりながら戦略を策定
する必要がある。DMO形成により目標の共有と
情報の共有を以前よりも容易に行うことができ，
様々な事業者に横串を刺した一元的な戦略策定や
プロモーションが可能になる。地方創生の舵取り
役としての DMOが地方創生版 BSCのアライン
メント・プロセスを管理することで，「地方版総
合戦略」の実行がより効果的になるものと思われ
る。

図表５ 地方創生版BSCを統括するDMOのイメージ

出典：日本政策投資銀行（２０１６）。
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５ まとめ

本稿では，地方創生の現状と課題を明らかにし
た上で，地方創生の抱えるマネジメント上の課題
を解決するための手段として，地方創生版 BSC

を提案した。地方創生版 BSCによれば，（１）「地
方版総合戦略」の課題である独自戦略の策定が各
地方や各地域の主体で行われていない，（２）

PDCAサイクルを回す体制が整っていない，（３）
地方創生の各主体たちの連携が取れていない，と
いう課題を解決できる可能性が高い。そのために
は，DMOを「地方版総合戦略」を統括する組織
として設けることで地方創生版 BSCを効果的に
導入していくことができるものと考える。今後の
研究上の課題としては，地方創生版 BSCを導入
するアクションリサーチを行い，地方創生版
BSCの効果を検証することがあげられる。
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「地方創生のための管理会計システム探求」）を受けて実施
した研究成果の一部である。また，本研究の着想，調査お
よび執筆にあたっては，長野県小県郡長和町を中心に地方
創生に熱意をもって取り組む町役場の人々やメゾン・
デュ・ジャンボン・ド・ヒメキなど，非常に多くの方々か
ら有益な示唆やアドバイスを頂いた。ここに記して感謝の
意を表する。

●注
１）本稿において，「地方」という用語を東京以外のその
他の場所という意味で主に利用しているが，地方公共
団体を指すこともある。また，「地域」という用語は
地元やその土地という意味で主に利用しているが，戦
略的ゾーニングを行ったエリアという意味でも利用し
ている。

２）戦略管理オフィスについては，R. S. Kaplan and D. P.
Norton（2005）,“The Office of Strategy Management,”
Harvard Business Review , October, pp.72-80で詳しく
述べられている。

３）図表３と図表４は，実在する BSCではなく，筆者が
仮想的に作成した例であることに注意されたい。

４）ゾーニングという用語は，都市計画において知られて
いる概念であり，一般的には地域を用途や機能別に区
分し，相互の関係を考慮して位置関係を決めることを
意味する。

５）かつて総務省が策定した「地方公共団体における行政
改革の推進のための新たな指針」に基づいて，地方公
共団体に対して民間の経営手法を取り入れた NPM
（New Public Management：新公共経営）型の行政革
新が推進されたことがあった。その際にも，BSCは
いくつかの地方公共団体に導入されたが，BSCの本
来的な用途である戦略の策定と実行のためのシステム
というよりは，説明責任を果たすための行政評価とし
ての利用であり，本稿で提案する地方創生版 BSCと
は大きく異なるものである。
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